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2010年度までに、アジアの主要港並みに、港湾コストを約３割低減、リードタイムを１日程度に短縮

■ アジアの主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現に向けたスーパー中枢港湾プロジェクトの深化

施策の効果

スーパー中枢港湾プロジェクトの深化スーパー中枢港湾プロジェクトの深化スーパー中枢港湾プロジェクトの深化

○我が国港湾のアジアの主要港に対するコスト・サービス面での後れ （釜山港、高雄港の港湾コストは我が国港湾コストの
約７割。シンガポール港のリードタイムは１日程度 （我が国港湾のリードタイムは３～４日））

現状と課題

施策の内容

内航フィーダー輸送において船型の大型化によるコスト低減を図るた
め、スーパー中枢港湾経由で、同一船舶により内航フィーダー航路と
東アジア航路を一貫運航する社会実験を実施

次世代高規格コンテナターミナル

２. 内航ネットワークの強化 （H19～）

コンテナターミナルゲートの高規格化のための施設整備、出入管理の
システム整備等の競争力強化策を推進

１. 出入管理システムの整備等 （H19～）

ゲート

リーダー
ICカード

リーダー
ICカード

ゲート 全国レベルでの
情報処理システム
全国レベルでの
情報処理システム

迅速な入構（効率性向上）
出入者確認の徹底（保安性向上）

出入確認の共通カード化
（利便性向上）

ゲート

オペレーションルーム

◇スーパー中枢港湾において、船員待機施設の整備検討

◇地方港において、小口需要に対応した荷役機械の整備、ＲＯＲＯ船
就航岸壁の整備、トレーラー・シャーシ・コンテナ保管施設の整備の
検討

共同デポ

・メガオペレーターへの無利子貸付
（H17～）

・行政財産の長期貸付（H17～）

・24時間フルオープン支援施設補
助制度（H17～）

・鉄道積替施設補助制度（H18～）

・共同デポ補助制度（H17～） 等

（単一民間事業者により一体的・効率的に運営）

車輌の集中によ
るゲート前及び
周辺道路の混
雑が深刻化

スーパー中枢港湾への
貨物の集約のために、
内航フィーダーの活性
化が不可欠

迅速なゲート通
過と共通カード
化による利便
性向上を実現
（出入り者確認
の徹底により
保安性も確保）

→ リードタイ
ムの短縮

スーパー中枢
港湾への貨物
の集約により、
コンテナ１個当
たりの取扱いコ
ストが低減

→ コストの
低減



○ 港での積換時間の半減により在庫縮減・コスト削減を実現
○ 積換の際の衝撃を無くすことにより輸送品質を向上

■ 日中韓航路に使用されるシャーシについて、シングルナンバーによる相互乗り入れを推進

施策の内容

施策の効果

日中韓連携の強化日中韓連携の強化日中韓連携の強化

○ 我が国と韓国・中国との間の航路で、荷役効率や輸送品質確保に優れたＲＯＲＯ船・フェリーの就航が増加してい
るが、各国の各種規制の相違もあり、シャーシの相互乗り入れができず、原則として、港での積換が必要

現状と課題

港湾
（積換） 日本国専用

シャーシ
船舶専用シャーシ相手国専用

シャーシ

現
状

海上

港湾
（積換）

シャーシに関する各国規制の相違
（安全基準、ナンバープレート、保険等）

時間ロス
積換による衝撃

港湾

共用シャーシ

実
現
後相手国内 日本国内海上

港湾

シャーシの相互乗り入れの実現

相手国内 日本国内

シャーシに関する各国規制の整合化

② 国内の検討体制を拡充

・ 関係省庁間の連携を推進

・ 必要な国内制度の見直し
に向けた取組を加速

① 中韓への働きかけを加速

・ 日中韓物流大臣会合（平成18
年９月開催予定）での合意

・ 作業部会の設置等、実務者
レベルの検討に着手

・ シングルナンバー実現に
向けた取組を推進



■ 羽田再拡張事業や成田空港の平行滑走路の延長等、首都圏の航空物流機能を抜本的に強化するための取組を推進

■ 関空の平行滑走路供用や物流施設拡充等、関西・東アジア間の航空物流ネットワーク強化のための取組を推進

施策の内容 施策の効果

大都市圏拠点空港の物流機能強化大都市圏拠点空港の物流機能強化大都市圏拠点空港の物流機能強化

○国際貨物輸送量が緩やかな上昇傾向にある中、国際航空貨物輸送の重量・金額ともに約10年間で約２倍と急激に増大

○東アジアとの国際物流は今後大幅に増大することが見込まれる中、我が国の航空物流機能の強化が喫緊の課題

現状と課題

羽田再拡張事業の推進

四本目の滑走
路やＰＦＩ方式
による国際線
地区の貨物
ターミナル等を
整備

成田物流機能の強化

北伸による平行滑走路の延長やロー
ディングエプロン等物流施設の整備を
推進

滑走路
（3,500m)

旅客ﾀｰﾐﾅ
ﾙﾋﾞﾙ

空港連
絡橋

関空物流機能の強化

来年８月供用
予定の二本目
の滑走路整備
や物流施設の
拡充等を推進

ICタグを利用した航空物流の効率化

航空物流分野におけるＩＣタグ活用に係る
実証調査を実施

空港周辺フォワー
ダー貨物上屋荷主

空港内航空会社

貨物上屋

ゲート

ＩＣタグ登録情報の活用により、
○危険品チェックの効率化
○検査履歴確認の効率化

ゲート

航空貨物へのＩＣタグ装着により、
○貨物情報の自動認識
○ゲートチェックの効率化

大都市圏拠点空港における航空物
流機能の抜本的強化

◎再拡張後の羽田における深夜・
早朝時間帯の貨物便の就航を実
現

◎成田において処理能力が約１割
増となるほか、荷さばきの効率化を
実現

◎関空において完全な24時間運用
が実現し、深夜貨物便の就航に係
る利便性が大幅に向上

◎セキュリティレベルを向上させつ
つ航空貨物輸送の効率化が実現

二期空港島二期空港島

旅客ターミナルビル

連絡誘導路

空港連絡橋
鉄道駅

Ａ滑走路
（3,500ｍ）

一期空港島一期空港島

Ｂ滑走路
（4,000ｍ：2007年８月２日供用予定）

（平成18年５月25日現在）

大都市圏拠点空港の物流機能強化のため、官民が一体となってハード・ソフト両面
からの取組を強力に推進



○三大都市圏環状道路など高規格幹線道路・地域高規格道路等の整備を
推進し、国際競争力の強化に寄与する幹線道路ネットワークを整備

○国際標準コンテナ車が通行できない区間(約560km)
については、橋梁補強等の緊急対策事業により、スーパー中枢港湾に係
る区間等を中心に早期に解消

⇒国際物流基幹ネットワーク（約34,000km）の構築

○拠点的な空港・港湾へのアクセス道路の整備を重点的かつ効果的に推進

■ 国際競争力強化を図るための国際物流基幹ネットワークの構築
■ 拠点的な空港・港湾へのアクセス性向上

施策の内容 施策の効果

国際水準の物流ネットワークの構築国際水準の物流ネットワークの構築国際水準の物流ネットワークの構築

○国際物流に対応した道路ネットワークが不足
国際物流戦略上重要な幹線道路ネットワークに国際標準コンテナ車※１が通行できない区間が存在(約560km)

○拠点的な空港・港湾へのアクセス道路が未整備
拠点的な空港・港湾への10分アクセス率※２は、欧米に比べ低水準（欧米：約９割、日本：66%(H17末)）

現状と課題

60%

82%88%
80%

88%
94%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2

3

日本(H17末)欧州（H13末）アメリカ（H13末）

空港

港湾

　空港及び港湾合計

91%
空港及び港湾合計

84%
空港及び港湾合計

66%

【拠点的な空港・港湾への道路アクセス率】

拠点的な空港・港湾アクセスを
含む、国際物流に対応した道路
網の戦略的な構築

・国際物流基幹ネットワーク
（約34,000km）の構築

・拠点的な空港・港湾への10分
アクセス率を約９割まで向上

物流の効率化等による物流コス
ト、発注から納品までにかかる
時間の削減

国際競争力の強化に寄与

【国際水準の物流ネットワークイメージ】

※２ 高規格幹線道路・地域高規格道路等のＩＣ等から10分以内に到達可能な拠点的な空港・港湾(67箇所)の割合。

※１ 長さ40フィート（約12m）の背高コンテナを積載したトレーラ。最大積載時の車両総重量が44t、車高が4.1m。



日本籍船倍増計画日本籍船倍増計画日本籍船倍増計画

現状と課題

○日本籍船の倍増による

○日本籍船に対し、①長期安定輸送に従事する資源エネルギー等の不定期船、

②日本人船員の確保・育成、③安全/環境基準（国際基準の前倒し）等の要件

に応じ、インセンティブの付与により、国際競争条件を均衡化

施策の内容

施策の効果

•資源エネルギー等の長期安定輸送

•安全・環境基準の向上

38.2%

48.1% 48.3%

60.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

アメリカ イギリス ノルウェー 韓国

諸外国の自国籍船率（船隊総数に占める自国籍船数の割合）の比較

諸外国とのコスト競争での劣位

欧米・韓国の海運助成等

日本籍船のシェア５％

国際競争での不均衡を改善する政策の実施

日本籍船の競争力向上・日本籍船倍増

我が国経済を支える資源・エネルギー等の長期安定輸送の確保

１隻当たりの登録時手数料の比較

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

日本

イギリス

デンマーク

ノルウェー

韓国

出典：日本船主協会等調べ

出典：UNCTAD「Review of Maritime Transport, 2005」

単位：百万円

出典：海事局調べ

注：総トン数1,000トン以上の内外航船舶が対象

日本籍船と外国
用船が逆転

日本籍船のピーク

1,580

1,204 1,176

532

280
154 134 117 110 103 99 95

655
1,290

485

615

613
759 730 703 657 649 628

774

844

855

1,097 1,083 1,175 1,280
1,221

1,121 1,169

1,140

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

S47 53 55 H 元 6 11 12 13 14 15 16 17 年

隻数

単純外国用船
支配外国籍船
日本籍船

我が国商船隊のピーク

日本籍船と外国
用船が逆転

日本籍船のピーク

注１：総トン数2,000トン以上の外航船舶が対象

注２：昭和54年以前の単純外国用船と支配外航籍船の隻数は不明である。

我が国商船隊の推移

外航海運について、国際競争条件の均衡化を進めることにより、当面、日本籍船の倍増を目指して国際競争力を向上させ、

資源エネルギー等の長期安定輸送の確保等を実現

•日本人船員の確保・育成

注１：韓国は済州島船籍、イギリスはマン島船籍

注２：ＶＬＣＣ（総トン数160,000トン、船価124百万ＵＳ＄の場合）

日本籍船のシェア

５％

（※総トン数2,000トン以上の外航船舶におけるシェア）



■ 支援施策を体系的に示した「トータルプラン」を提示し、地域ぐるみの取組を集中的に支援

■ 物流事業者、商店街等が行う貨物車専用駐車場の整備等を支援し、荷さばき駐車対策を促進

都市内物流対策のトータルプラン策定都市内物流対策のトータルプラン策定都市内物流対策のトータルプラン策定

○都市内の大規模ビルにおける館内集配の長時間化や都市に流入する貨物車両による渋滞の発生等の問題に対して、

関係各局が個別に対応しているため、国土交通省としての総合的・効率的な都市内物流対策が不十分

○地域の関係者の利害が必ずしも一致しないため、連携した取組体制を速やかに構築することが困難

○改正道路交通法による駐車規制の厳格化にもかかわらず、十分な荷さばきスペースを確保することが困難

現状と課題

施策の内容

○ 戦略的な物流円滑化メニューの体系化
○ 関係各局・地方局・地方公共団体・物流事業者・荷主等の連携

都市内物流対策トータルプラン（仮称）の策定

（取組・支援のイメージ）

地域ぐるみの取組に集中的支援

ベストプラクティス
の共有

共同配送の
導入促進

共同荷さばき場
の整備支援

協議会を設置し地域ぐるみで実施

関係各局が連携支援

○ 調査・検討等のソフト支援

○ グリーン物流パートナーシップ
モデル事業、普及事業

○ 大臣表彰、マイスター制度

物流事業者、商店街等が連携して行う荷さば
き駐車対策のうち、新規性、効率性、普及性
が高いもの等に対し、貨物車専用駐車場の設
置経費等をモデル的に支援

荷さばき駐車対策の促進
路外荷さばき施設 路上荷さばき施設

○施策メニューが様々な関係者に
対して体系的に提示されること
により、関係者の連携を迅速に
促進

○地域の実情を踏まえた地域ぐる
みの取組を関係各局が連携し
て支援することにより、支援の
効果を最大化

○違法な路上荷さばき駐車の削
減により、交通流の円滑化、輸
送システムの効率化を促進

⇒総合的な都市内物流の効率化
を実現

施策の効果

等



2010年までに外国人旅行者を1000万人受け入れるとの目標を確実に達成

■ 国際競争力ある観光地づくりを支援

■ 旅行業界ＯＢや地域づくりの経験者等の活用により、観光振興を担う人材を育成

施策の内容

施策の効果

「美しい日本」の創成に向けた観光地づくり「美しい日本」の創成に向けた観光地づくり「美しい日本」の創成に向けた観光地づくり

○「住んでよし、訪れてよし」の国際競争力ある観光地づくりや観光振興を担う人材育成を通じ、観光交流人口を拡大
して地域経済を活性化することが必要

○旅行業界ＯＢ等団塊世代のＵ・Ｉターン人材が再活躍できる場の提供の必要性

現状と課題

面

活動

線

点

■日本風景街道の制度確立

■ユニバーサルデザインの考え
方に基づく観光の推進

■景観法の活用のための総合的支援
を通じた良好な景観の形成

■市街地の幹線道路の無電柱化

○ 社会資本を活用した観光活動

○ 官民一体となった観光
地域づくりの取組

○ 観光地へ至るために必要不可欠な
社会資本、有機的ネットワーク

○ 観光交流に資する
社会資本（観光資源）

■国内観光地へのアクセス向上

観光ルネサンス事業の活用観光ルネサンス事業の活用

観光ルネサンス補助制度の新
たな重点分野として位置づけ

○手づくり観光サービス創造支援事業

観光サービス・チャレンジ事業（空き家を活用し
た起業に対する支援など）

○外客満足度向上事業

外国人旅行環境対応コンサルティング事業 など

やる気のある地域を「選択」し、支援を「集中」

官民一体となった地域の観光地づくり戦略

地方自治体が自
ら行う取組

携連民間主体の地域観光

振興組織の取組

民間のアイデア・活力を積極的に活用した観光まちづくりの推進

観光地における取組み

観光に資する社会資本の整備

観光地づくりに係る政策の立案に資する全国統
一基準による宿泊旅行統計（仮称）の整備

密接
に

連携

様々な効果に貢献

Ｕ・Ｉターン人材
（再チャレンジ)

地域のニーズ
に合わせて派遣 観

光
地

サポート体制
の構築

着地型旅行商品開発
地域プロモーション等

のプロデュース

地域の自発的・自立的
取組みの素地づくり

観光地域プロデューサー観光地域プロデューサー

事業の創設事業の創設



青少年交流の強化、姉妹都市交流の強化青少年交流の強化、姉妹都市交流の強化

訪日ビジネス訪日ビジネス
需要の拡大需要の拡大

文化・スポーツ文化・スポーツ
交流の活用交流の活用

日中韓共同による日中韓共同による
観光交流拡大策の推進観光交流拡大策の推進

新規新興市場新規新興市場
（露、印、マレーシア）の開拓（露、印、マレーシア）の開拓

事業評価による重点化、地方連携事業の拡充事業評価による重点化、地方連携事業の拡充
東アジアへの重点化、豪・タイ・星・カナダ追加東アジアへの重点化、豪・タイ・星・カナダ追加

五大市場で開始五大市場で開始

■ ビジット・ジャパン・キャンペーンの強化・高度化

施策の効果

外国人観光客の訪日促進外国人観光客の訪日促進外国人観光客の訪日促進

現状と課題

施策の内容

1000万人達成へ

２０１０

２００７２００７
日中文化ｽﾎﾟｰﾂ

交流年

日タイ観光交流年

日カナダ観光交流年

２００３

２００４

２００５

２００６

521万人

614万人

673万人

欧州市場を追加欧州市場を追加
ビ
ジ
ッ
ト
・ジ
ャ
パ
ン
・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
高
度
化

日中韓観光ビックバンの実現日中韓観光ビックバンの実現

●青少年交流などによる観光交流の拡大や三国内の他の
二国を周遊する旅行商品の造成などにより、三国間の観
光交流を拡大

●三国の共同観光プロモーションなどにより、三国外と三
国の観光交流を拡大

国際会議、国際文化・スポーツイベント等国際会議、国際文化・スポーツイベント等
（ＭＩＣＥ（ＭＩＣＥ**）を活用した交流の拡大）を活用した交流の拡大

●ビジネス関連需要は訪日旅行全体の20％以上
●ビジネス国際会議はアジアでの誘致競争が激化

⇒国際会議、企業研修・報酬旅行等を、地域と連携して
誘致

●「世界陸上大阪大会」、「世界華商大会」等の国際イベン
トの来訪者を対象に訪日外国人誘致を強化

*Meeting, Incentive Travel, Convention/Conference/Congress, Exhibition/Event

○平成17年の訪日外国人旅行者数は過去最高の673万人

○2010年に外国人旅行者を1000万人受け入れるとの目標の確実な達成のため、より幅広い訪日需要の開拓と
受入態勢の整備が重要

・2010年までに外国人旅行者を1000万人受け入れるとの目標を確実に達成
・日中韓域内の観光交流を2010年までに1700万人以上（2005年約1200万人）とする

より幅の広い
訪日需要の
開拓が必要

2007年度の具体的取組み

日印観光交流年



■ 「ニューツーリズム」創出に資する新ビジネスモデル確立等のため、実証実験などの取組を実施

■ 休暇の取得・分散化の促進により、旅行需要の拡大、平準化に向けた環境を整備

施策の効果

潤いのある新たな暮らしの広がりとツーリズムの活性化潤いのある新たな暮らしの広がりとツーリズムの活性化潤いのある新たな暮らしの広がりとツーリズムの活性化

○旅行者ニーズの多様化・高度化により、多品種・小ロット・高付加価値型の「ニューツーリズム」の潜在的需要が
高まっているが、現在の大量規格商品を主とする旅行市場では十分に流通していない状況

○職場環境などにより、年次有給休暇が取得しづらいため、旅行需要がゴールデンウィークやお盆、年末年始、週
末に集中し、観光関連産業、観光客双方に弊害

現状と課題

経済界

労働界

教育界

有給休暇完全取得による経済波及効果：11.8兆円

休暇取得の環境整備のため
の連携強化

「ニューツーリズム創出・流通促進」事業

地
域
の
魅
力
を
活
か
し
た
ニ
ュ
ー

ツ
ー
リ
ズ
ム
旅
行
商
品
の
造
成

小
ロ
ッ
ト
・
多
品
種
・
高
付
加

価
値
型
旅
行
商
品
の
流
通

今後造成しようとする今後造成しようとする
「地域密着型ニュー「地域密着型ニュー

ツーリズム旅行商品」ツーリズム旅行商品」
の構想の構想

既存の（造成済の）既存の（造成済の）
「地域密着型ニュー「地域密着型ニュー
ツーリズム旅行商品」ツーリズム旅行商品」

旅行者旅行者 旅行者旅行者 旅行者旅行者 旅行者旅行者 旅行者旅行者 旅行者旅行者

多様化・高度化する旅行者ニーズ

申請 申請

上場

「地域密着型ニューツーリズム」旅行商品取引所（市場）「地域密着型ニューツーリズム」旅行商品取引所（市場）

一定水準を満たすニューリズム旅行商品を幅広く収集・集約 → ニューツーリズム商品市場の形成

推薦

上場基準
の策定

日本型
ロングステイ

ヘルス・
ツーリズム

エコ・
ツーリズム

グリーン・
ツーリズム

産業観光 文化観光

各地域ブロックの各地域ブロックの

観光まちづくりアドバイザリー会議観光まちづくりアドバイザリー会議

多数の信頼できるニューツーリズム旅行商品を一元的に提供
旅行会社旅行会社 旅行会社旅行会社

1st STEP
旅行会社によるフル・パッケージツアー（地域密着型旅行

商品＋往復の交通等）の造成・提供

2nd STEP
旅行者に直接「地域密着型ニューツーリズム
旅行商品」情報 を公開・提供

施策の内容

・観光を通じた地域の活性化

・国内旅行市場の活性化

・豊かさの実感できる国民生活の実現

休暇の取得・分散化の促進

新たなビジネスモデルの創出・流通【供給・流通面】 旅行需要の創出【需要面】

・休暇日数の増加
による需要の拡大

・休暇取得の分散
化による旅行需要
の平準化

既存のニューツーリズム旅
行商品を対象に、「上場」
に足るかチェック

モニターツアーの実施等

による市場調査

ニューツーリズム市場の拡
大・高度化のため支援すべき
事業を選定

支
援
（
実
証
実
験
）

・ 取引市場の運営
・ 全国的なプロモー

ション活動の展開
等

↓
流通促進
需要喚起




